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2025年 12月期 第 2四半期決算説明動画と書き起こし公開のお知らせ 

 

 
当社は、2025 年 12 月期第 2 四半期決算説明動画および書き起こしを、公開いたしましたので、下記の

とおり、お知らせいたします。 
 

 

記 
 

 

1.2025 年 12 月期 第 2 四半期決算説明動画 

 URL：https://irp-system.net/presenter/?conts=01jzham7rj0zzrrtbzqzjmab7c 

 

 

2.2025 年 12 月期 第 2 四半期決算説明動画の書き起こし 

 2025 年 12 月期 第 2 四半期の決算説明動画の書き起こしについては、次頁以降をご参照ください。 

 

 

以上 

 

https://irp-system.net/presenter/?conts=01jzham7rj0zzrrtbzqzjmab7c
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株式会社 Sharing Innovations 

2025年 12 月期第 2四半期 決算説明会動画書き起こし 
動画 URL：https://irp-system.net/presenter/?conts=01jzham7rj0zzrrtbzqzjmab7c 

 
ご視聴いただき誠にありがとうございます。 

株式会社 Sharing Innovations、代表取締役社長の信田でございます。 

今回、2025 年 12 月期第 2 四半期の決算について、報告させていただきま

す。 

https://irp-system.net/presenter/?conts=01jzham7rj0zzrrtbzqzjmab7c
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まず 2025 年 12 月期第 2 四半期の決算サマリとなりますが、基調は第 1 四

半期と大きく変わりません。上期には投資を予定し、利益を抑えた事業計

画としておりましたが、ほぼその計画通り進捗しております。決算短信で

は、対前年比の比較となっているため、大幅な減益という見え方ですが、

計画通り進んでおります。 

 

上期で実施した主な投資としては、営業体制強化のための採用と品質改善

対応です。品質改善対応は、導入支援の契約終了後も、システムの稼働が

できていなかったお客様に対して、無償で稼働に向けた対応を行っており

ました。これら 2 つは上期でひと段落しております。下期からは、Lark、

Gainsight といった新たなソリューションの取り扱いを開始いたします。 

 

一方で、上期に予定していた PM・PL の採用が、採用難易度の高まりを受

けて、下期に一部を延伸しております。現在、グループ含めた対策を打ち、

PM・PL の採用に注力しております。弊社の強みはエンジニアを抱えるパー

トナーとのつながりなのですが、新たに採用した PM・PL とパートナーの

エンジニアを組み合わせて、案件を推進することで、全社の人員数に囚わ

れず、トップラインの売上を伸ばしていく方針です。
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本日のアジェンダについては、こちらに記載のとおりとなります。2025 年

12 月期のポイントについては、冒頭で説明した通りですが、この後詳細に

ついて説明いたします。 

 

なお、3)会社/事業概要以降につきましては、今回説明を割愛させていた

だきますが、当社コーポレートサイトのニュース（https://sharing-

innovations.com/news/13539/）にて、2025 年 3月 25 日に株主の皆様向け

に行いました事業説明会の動画を公開しておりますので、そちらもご参照

いただけますと幸いです。 

https://sharing-innovations.com/news/13539/
https://sharing-innovations.com/news/13539/
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最初に、2025 年の事業計画について、簡単に振り返っておきたいと思いま

す。 

 

2025年は、こちらの四半期ごとの推移の通り、上期に投資を行い下期にか

けて利益を伸ばしていく計画としております。 

上期に行う投資は 3 つで、 

①営業、新規領域の体制強化のための採用費用、 

②Salesforce新ソリューション案件に係る外注費用、 

③品質改善対応費用 

となります。 

 

これら投資のため、事業計画上、上期の利益は抑えられます。 

この計画に対して、実績はどうだったかを引き続き説明いたします。 
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2025年 12 月期第 2四半期の決算につきましては、 

売上高 23 億 1,200万円、営業利益 2,600 万円という着地になりました。 

 

前年との比較では、減収減益となっております。 

この比較においては、上期に投資を行うことは事業計画でも織り込んでお

り、その通りに進捗しております。 
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続いて、営業利益の前年比に焦点を当て、2024年第 2四半期から 2025 年

第 2 四半期にかけての営業利益の増減をウォーターフォール形式で表した

グラフがこちらになります。 

 

全体の基調や増減の項目は、第 1四半期の時点と大きく変わりません。 

左側の 3つのグレーと白の増減項目が通常の要因、 

右側の 3つのグレーの増減項目が特殊要因となっております。 

左側については、人員減による売上の減少により、DX事業が減益となって

おりますが、コストダウン活動による固定費の削減が進み、その他が増益

となっており、通常の増減を加味した今期の第 2 四半期の営業利益は 1億

1,500 万円と前期の 1 億 400 万円を上回っております。 

右側については、積極投資と一時的な事象の項目です。積極投資として、

今年の上期に、営業体制整備のための採用と品質改善対応を行いました。

品質改善対応は、導入支援の契約終了後も、システムの稼働ができていな

い特定のお客様に対して、無償で行っていた対応です。そして一時的な事

象として、品質改善対応に加え、大型案件の終了がありました。いずれも

2025年の事業計画で織り込んでおりましたが、これら右側の要因により、

営業利益は 2,600万円となりました。
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事業別の状況は、こちらの通りとなります。 

デジタルトランスフォーメーション事業については、先ほど説明した通り

積極投資と一時的な事象により減益となっております。プラットフォーム

事業につきましては、効果の高い広告の運用を行い、広告費の抑制に努め

たため、増益となっております。 
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四半期ごとの営業損益の推移では、2023 年下期以降、営業利益が改善して

おります。2025 年第 1 四半期、第 2 四半期についても、これまでの積極投

資や一時的な事象を除くと、同様の利益水準となっております。 
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貸借対照表については、こちらの通りとなります。過去の M&A ののれんの

償却、借入金の返済以外は、前期末から大きな変動がありません。 
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ここからは下期の見通しについて説明いたします。 
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上期時点の進捗につきましては、これまでの説明の通り積極投資や一時的

な事象を事業計画で織り込んでおり、ほぼ計画通り進捗しております。 

2025年の見通しについても、スライド右側に記載の当初の事業計画を据え

置いております。 
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続いて、2025 年下期に注力している取り組みについて、環境の変化と合わ

せて説明いたします。 

 

直近の当社を取り巻く環境の変化を挙げると、 

• 案件の難易度アップ、 

• 案件のサイズアップ、 

• 商流の変化、 

• 採用費用の高騰 

があります。 

これらの変化に対して、営業体制確立、PM・PLの採用といった各種施策に

取り組んでおります。 

例えば、案件の難易度アップという環境変化に対して、PM・PL の採用、エ

ンジニアパートナーの開拓に取り組み、また並行して、新たなソリュー

ションパートナーの開拓も行っております。こういった施策は、売上に関

すること、原価に関すること、販管費に関することに分類して表示してお

り、このうちブルーの項目について、続くスライドで詳細を説明いたしま

す。 
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最初の施策は、採用活動についてです。こちらの施策は、案件の難易度

アップ、案件のサイズアップ、採用費用の高騰の環境変化に対応しており、

PL では売上と原価に影響いたします。 

 

2024年第 4四半期から、IR 資料の中で、体制強化のための採用について

触れてきましたが、それぞれ強化するポイントが異なっております。2024

年第 4 四半期には、ITコンサルティング事業等の新規領域向けの体制強化

を主としており、 

2025年第 1四半期には営業体制の強化を主としておりました。現在、特に

注力しているのはデリバリ体制の強化、つまり PM・PLの採用です。 

 

当初は上期での採用を目指しておりましたが、採用マーケットにおける競

争力が一層高まる中、採用難易度が徐々に高まっていることを起因として、

一部の採用スケジュールが延伸しております。 

この状況に対して、当社の親会社である Orchestra Holdingsグループ内

のリソースを活用しております。グループ内の人材紹介会社に協力を仰ぎ、

またデジタルマーケティングの会社のノウハウを活用し、SNSを通じた採

用活動にも取り組んでおります。その他、シニア層の活用、リファラルの

推進にも取り組んでおり、3 月に求人を開始して以降、7月までで 73名か

らの応募がありました。第 3 四半期に入社いただく方も控えておりますが、

引き続き PM・PL の採用を継続しております。 
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ここで、人員数に対する当社の考え方を説明させていただきます。 

前半の決算のパートで、人員減によって売上が前年比で減少したと申し上

げました。当社の事業は人月が中心のビジネスであることから、基本的に

は人員数が売上が連動し、人員数が増えれば売上も増加し、人員数が減れ

ば売上も減少いたします。 

直近の当社の外部環境として、PM・PL を中心とするチームの体制でお客様

に提案することが主力となっております。この場合に、売上と連動するの

は、案件数と連動する PM・PLの人数となっております。 

当社の強みの 1つですが、当社は数多くのエンジニアのパートナーと取引

があり、自社の PM・PLとプロパーエンジニアとパートナーのエンジニア

を組み合わせたエンジニアの人員数で、プロパーエンジニアだけにこだわ

ることなく、お客様へのソリューション・サービス可能量をコントロール

することで、機会損失の少ないビジネス展開を可能としています。このよ

うな背景から、現在の人材ポートフォリオとして PM・PL の割合を高める

べく採用に注力しております。なお、既存のプロパー人員の確保、維持も

当然ながら重要であり、ここに対してはこの後説明いたしますが、エン

ゲージメント向上策の施策を行っております。 
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続いて、PM・PL を採用した場合の損益影響について説明いたします。 

これまでの当社は、既存のお客様との取引を太くすること、あるいはソ

リューションパートナーから商談を紹介していただくことを中心に営業活

動を行っておりましたが、ITコンサルティング事業を立上げ上流工程へ進

出したこと、2025年第 1 四半期に営業体制の強化に注力したことにより、

当社自らお客様の課題にアプローチできる状況が整いつつあります。 

このような中で、PM・PL を 1 名採用すると、標準的なモデルですが、PM・

PL にパートナーのエンジニアを加えた体制で、6 人 7 ヵ月の案件をこなす

ことができ、3,500万円の売上につながります。なお、ここではプリセー

ルスの期間を 1 ヵ月と仮定しておりますが、もう少し長い場合もあります。 
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続いての施策は、パートナリングについてで、こちらの施策は、案件の難

易度アップに対応しており、PL 上、売上に影響いたします。 

 

8 月 5 日、当社は株式会社 NEXYZ.Group、および次世代コラボレーション

ツール「Lark」を提供する Lark Japan の 3 社で、日本企業特化型 DX導入

ロードマップを共同で構築する連携を開始いたしました。「Lark」は

チャットを起点に、メール・カレンダー・ビデオ会議・ドキュメント・

ワークフロー・バックオフィス機能などが 1つのアプリに統合された次世

代コラボレーションツールで、世界中の多くの企業に導入が進んでおりま

す。 

当社は、今回の連携により、「Lark」の取り扱いを開始し、導入支援等を

担当いたします。既に当社内では、「Lark」を活用した名刺管理、会議室

予約といった自社アプリケーションも開発を進めており、第 3四半期には

月額で約 500 万円の売上を見込んでおります。 
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続いてもう 1 件パートナリングについての取り組みを紹介いたします。 

こちらは 4 月に Gainsight 株式会社と戦略パートナーシップを締結し、

Gainsight 社が提供するカスタマーサクセスツールの取り扱いを開始いた

しました。これまでも当社はカスタマーサクセスやマーケティングオート

メーションのツールを提供しておりましたが、このラインナップに

Gainsight 製品が加わります。8 月現在で、既に Gainsight 製品の導入支

援の実績があり、高い受注率、高い単価を実現できております 
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続いての施策は、第 1 四半期の IR 資料でも取り上げた品質改善対応です。

こちらは特定の環境変化に紐づくものではありませんが、PL 上、原価に影

響するため説明いたします。 

品質改善対応としては、導入支援の契約終了後も、システムの稼働ができ

ていなかった特定のお客様に対して、無償で稼働に向けた対応を行ってお

りましたが、現時点では無償対応は完了いたしました。下期には、上期に

費やした 3,000万円の費用がかからなくなります。 
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続いての施策は、エンゲージメント向上についてで、こちらの施策は、採

用費用の高騰に対応しており、PL 上、売上に影響いたします。 

2025 年から 2027 年にかけての中期経営計画の中で、配置、育成、従業員

満足度を組み合わせた人財戦略を掲げ、現在取り組んでおります。既に発

表していた 9 つの施策に加え、社員のキャリア形成につながるよう人事評

価制度の見直しの議論を当社内で進めており、専任のスタッフケアチーム

も発足いたしました。教育面では、誰でも参加できるオープンな社内研

修・勉強会の定期開催を準備しております。その他、社内サークル制度を

立上げ、横のつながりを強化し、エンゲージメントの向上に取り組んでお

ります。 
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最後の施策は、営業、マーケティング体制についてで、こちらの施策は、

商流の変化に対応しており、PL 上、売上に影響いたします。 

営業体制面では、1月に受託開発に係る専任の営業部門を発足し、7 月に

は全社の営業機能を統合し、これまでの部門の垣根に囚われない体制に変

革いたしました。 

マーケティング体制面では、プル型のアプローチ強化のために、5 月に

コーポレートサイトを改定し、TOPICS、導入事例のページを新設し、ナ

レッジや市場トレンドといった情報発信を強化いたしました。 

 

この発信に起因した HPからの問い合わせによる商談も出てきており、新

たなリードチャネルとして今後も取り組みを強化していく予定です。 

 

以上、環境の変化と合わせて、2025年下期の注力事項について説明いたし

ました。 
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今回は、2025 年 12 月期第 2 四半期の決算の状況と、2025 年 12 月期の見

通しとして 2025 年下期に取り組んでいる施策について、説明させていた

だきました。 

2025 年の事業計画、また 2027 年までの中期経営計画の達成に向け、全力

で取り組んでまいりますので、株主、投資家の皆様におかれましては、引

き続きご支援いただけますと幸いです。 

ありがとうございました。 

以上 

 
 


